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1.はじめに

(1) 本稿の目的

水質保全のための政策手段としては,各排出源に対して排水基準を設定する

直接規制と,排水処理施設の設置などの排出削減に対する補助金 ･融資といっ

た助成措置が一般的なものであるoこれに対して,経済学者は,より少ない費

用で水質を保全できるものとして,排水課徴金 (efnuentCharges)や排出許可

証取引制度 (system oftransferable/marketabledischargepemi ts)といった,

いわゆる経済的手段を提案 してきた｡

このうち,排出される汚典物質にかけられる排水課徴金は,1970年代以降,

オランダ, ドイツをはじめとして,ヨーロッパ諸国で実施されている(1)｡他
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方,排出許可証取引 (の一種である排出取引 (efnuenttrading)(2))は,アメ

リカで 1980年代以降みられるようになった,比較的新 しい政策手段である｡

オランダ, ドイツの排水課徴金については詳細な制度の解説および分析が行わ

れているが(3),アメリカの排出取引に関しては,日本における詳 しい紹介は

まだ行われていない｡本稿は,水質保全のための排出取引制度について,その

中でも事例が多く,費用節減効果が高いと考えられる点源 ･面源間の排出取引

を中心に考察する｡

排出許可証取引制度は,アメリカの大気保全政策として経験が蓄積されつつ

ある｡また,地球温暖化対策としても導入されることが決まっている(4)｡た

だ,この政策手法は,理論的には当初から水質問題-の適用が考えられていた｡

汚染権 (pollutionrights)取引の考え方を提示 したDales〔18〕と,排出許可

証取引を定式化し,この手法によって一定の排出削減を最小費用で達成できる

ことを明らかにしたMontgomery〔32〕では,いずれも水質汚染が例として取

り上げられている(5)｡また,連邦環境保護庁 (U.S.EPA)は,流域単位の排出

取引を用いることを積極的に推奨 している｡EPAは 1996年 2月に 『流域単位

の排出取引に関する政策文書』 (U.S.EPA 〔39〕)を,同年 5月には 『流域単位

の排出取引に関する枠組み草案』(U.S.EPA 〔40〕)を発表 している｡

本稿の構成は以下のとおりである｡まず,排出取引制度を理解するための前

提としてアメリカの水質規制を概観 したあと,水質保全のための排出取引制度

について,その仕組みや種類について解説する｡つづいて点源 ･面源排出取引

の仕組みをみたあと,アメリカの事例を分析 し,その意義を考察する｡最後に,

日本の水質問題に対する示唆について検討する｡

(2) アメリカの水質規制の概要

排出取引は現在アメリカでのみ事例が存在する｡排出取引制度やそれをめぐ

る議論を理解するためには,アメリカの水質規制に関する知識が必要である｡

以下では,まずアメリカにおける水質規制の概要について解説する(6)｡

アメリカの地表水に関する水質規制は,主にクリーンウォータ一法 (Clean
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WaterAct;CWA)によって定められているO水質汚染物質の排出源は,排出さ

れる場所や施設が固定 していて特定可能な点源 (pointsource)と,排出源が

正確に特定できず,面的あるいは間接的に排出する面源 (nonpointsource)と

に分けられる｡点源は下水処理場や工場などからなり,面源には農林地や市街

地,建設現場からの排水,降雨時の流出 (Stormwaterrunoめ,大気からの降

下などがある｡

点源 には排水基準が設 け られ ているO これは技術 に基づ く排 水基準

(technology-basedefnuentlimitations)と呼ばれ,一定水準の現存する汚染削

減技術に基づけば実現可能な基準であるとされる｡具体的には,生産物重量あ

たりの汚染物質量という形で示される,一種の濃度規制であるCこの基準は,

産業ごとおよび排出源が既存か新規かによって違いがあるものの,排出先の水

域の状況や排出源の規模とは無関係に原則として全国一律である｡また,下水

処理施設については,二次処理相当の排水基準が設定されている｡

しかし,地表水の水質基準は州によって水域ごとに設定されてお り,個別排

出源の画一的な排水基準が守られたとしても,水域の水質基準が達成される保

証はない｡このため,CWAは排水基準だけでは水質基準を達成できない水域

を明らかにし,そ うした水域に排出量の総量規制を行 うことを州に求めている｡

この総量規制は一日最大総負荷量 (TotalMaximum DailyLoad;TMDL)と呼

ばれ,一日あたりの総排出可能量を定めている｡一日最大総負荷量は各点源に

割 り当てられる｡これを排出負荷割当 (wasteloadallocation)というOこの場

令,各点源は,濃度規制である技術に基づく排水基準に加え,負荷量規制であ

る排出負荷割当を遵守 しなければならない｡また,最大総負荷量や排出負荷割

当を年単位で設定することもある｡

このようにして決められた各排出源の排出可能量は,全国汚染物質排出除去

制度 (NationalPollutaLntDischargeEliminationSystem)のもとで許可証-の記

載という形で指示される｡この許可証がなければ,点源は水域に直接排水でき

ない｡下水道-排水する場合,点源はこの許可証を必要とされてはいないが,

CWAで定める事前処理基準 (pretreatmentstandards)を守らなくてはならな
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い｡また,下水道-の排水は下水道の管理主体の許可が必要である｡

面源に対 しては,排出地点を特定できないということもあり,点源のような

規制は行われていない｡主要な対策は,排出削減のための最善管理方法 (Best

ManagementPracdces;BMP)の採用や,農業者が最善管理方法を採用するこ

と-の援助 ･奨励である｡なお,前述の一 目最大総負荷量の設定において,面

源に対 しても排出量が割 り当てられるが,これは負荷割当 (loadallocation)

と呼ばれる,面源全体に対 しての割当である｡

注(1) 1997年1月の時点で,国レベルで排水課徴金を導入しているOECD加盟国は11

に上る (OECD 〔34〕)O

(2) 排出取引という用語を使うことについては,次節を参照されたい｡

(3) オランダについては諸富 ･岡 〔10〕が, ドイツについては岡 〔2〕および諸富

〔9〕が詳しい分析を行っている｡

(4) 1997年 12月に京都で開かれた気候変動枠組条約第3回締約国会議において排出

権取引を行うことが決められ,その原則や指針などについては2000年に開催され

る第6回締約国会議で決められることになっている｡

(5) とはいえ,Montgometγ 〔32〕のもとになっている彼の学位論文は大気保全を主

題にしているo

L6) アメリカの水質規制については,北村 〔5〕,Callanand¶10maS〔14〕を参考に

した ｡

2.水質保全のための排出取引制度

(1) 排出取引の機能

一般的な意味での排出許可証取引とは,あらか じめ決められた汚染物質の総

排出可能量に相当する排出許可証を各排出源に初期配分 し,その許可証の自由

な取引を認める制度である｡つまり,排出許可証の市場を作 り出すことによっ

て,費用効率的な排出削減を行わせようとするものである｡環境問題に対する

許可証取引制度は,水質保全のほか,大気保全,土地開発に実例がみられる(1)｡

排出許可証取引制度は,取 り引きされるものに着 目すると,アラウアンス
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(allowance)型とクレディット (credit)型の2つに分けることができる｡ア

ラウアンス型の場合,アラウアンスと呼ばれる許可排出量(一日最大総負荷量

が設定されている場合は排出負荷割当)が既存の排出源に配分される｡ある排

出源が許可量まで排出をしない場合,余った分を売ることができる｡また,ア

ラウアンスを購入すれば排出量を増やすことができる｡

これに対して,クレディット型の場合,排出負荷割当などの形で与えられた

許可排出量を守っている排出源が削減 した場合は,その削減分をクレディット

として他の排出源に売ることができる｡ しかし,実績排出量を上回る許可排出

量が割 り当てられたとしても,許可量と実績量との差はクレディットとして売

ることはできない｡そして,許可量以上に排出したい排出源は,他の排出源に

削減してもらい,全体として許可量を超えないようにするという方式である(2)0

環境保護庁 (EPA)が推奨 している,水質保全のための排出取引はクレ

ディット型であり,現在実施されているプログラムも,ほとんどがクレディッ

ト型に分類される(3)｡つまり,排出取引は排出削減クレディットを取 り引き

する制度であり,排出削減取引 (efnuentreductiontrading)と言 うべきもので

ある｡そのよ うな名称を使 っている文献 もあるが,本稿では "efnuent

trading"の直訳である ｢排出取引｣の語を用いることにする｡

排出取引の機能は以下のようなものである｡第 1に,総排出量の上限(総排

出可能量)を設定するので,モニタリングや運用を適切に行えば,目標とする

総排出可能真は確実に守られる｡他方,排出課徴金では規制当局が税率を設定

するが,定めた税率で目標値を達成できなければ,税率を上げる必要がある｡

第2に,総排出可能量が設定され,それが既存の排出源にすべて割 り当てら

れている水域において,新規排出源や排出量を増やそうとする排出源を許容で

きる｡このようなときに総排出量を増加させないためには,排出課徴金では税

率を上げなければならないし,直接規制では既存の排出源に対する規制を強化

するか,新規の排出を認めないという厳 しい対応が求められる｡ しかし,排出

取引ではクレディットを購入すれば新たな排出が可能である｡

第3に,一定の排出削減を最小の費用で達成できるということがある｡第 1
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限界排出削減yJ召曲塘

rn TJ 削減量

(A)排出源 A

rzl rB 削減宜

(B)排出瀬 13

第 1図 排出取引のメカニズム

図の(A)と(B)には,それぞれ排出源A および Bの限界排出削減費用曲線が

描かれているo横軸は排出削減量,縦軸は限界排出削減費用を表す｡この費用

は-股に削減量が増えるにしたがって上昇すると考えられるので,右上がりの

曲線を示す｡クレディットの価格はpであるとする｡

(A)において,排出源Aは TAだけ排出削減を求められているとしよう.こ

のとき,排出源AはrA'まで削減量を増や し,(rA'-TA)のクレディットを

売るであろうOなぜなら,排出削減費用の増加分 Z･ArA'dcに対 してクレディッ

トの売却による収入はTATA'deであるので,そうすることによって cdeの純益

が得 られるからである0-万,(B)において排出源 Bに求められている削減

量が TBであれば,排出源 Bは(rB - TB▲)のクレディッ トを買って削減量を rB'

まで減 らすだろ う｡なぜなら,そ うすることによって排出削減費用の減少分

rdB海 とクレディット購入費用 t.dB切 の差である励 だけ費用が少なくなる

からである｡クレディットの市場が競争的であれば,クレディットの均衡価格

が成立し,各排出源の限界排出削減費用が均等化するので,目標とする排出水

準を最小費用で達成することができる｡

ただし,汚染物質が環境で均質に拡散 しない場合,各排出源からの排出の環

境への影響を個別に考慮する必要がある(4)｡言い換えれば,排出取引は,排

出源からの排出が環境に等 しく影響する場合に費用効果的な対策となる｡温室

効果ガスはそうした性格を持つものの典型例である (新滞 〔7〕)｡
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第 4に,水質問題の包括的取り組みにつながる契機になると言える｡アメリ

カでは,新しい施策の導入に当たってさまざまな調査 ･研究と議論が積み重ね

られていくことが多い｡また,点源だけでなく面源も取引制度に参加できるよ

うにすれば,より多くの排出源を取 り込めることになる｡このように,排出取

引の導入を検討することによって,規制当局や排出者,市民の間の対話を促 し,

流域全体の協調関係を育むことができる｡

さらに,技術開発を促進する機能があるとされている (U.S.EPA 〔39〕)(5)｡

たとえば,工場の規模を拡大する場合,排出取引で相手に費用を払って削減 し

てもらうよりも少ない費用で自ら削減できれば,そのほうが安上がりで済むの

で,排出者に新しい技術を開発 しようという誘因が働くCただし,排出取引は

一般に流域内で行われるので,大気保全における排出権取引と比べると誘因は

小さいであろう (Letson〔24〕)O

(2)排出取引制度の構成要素

排出取引制度を導入する際,以下の点について検討する必要がある｡

1) 取引の対象

取引の対象とは,生物化学的酸素要求量 (BOD)や リン,窒素など,排出

削減が求められているもののことである｡EPA 〔40〕は有害物質の取引につい

ては反対の立場をとっている｡また,複数の汚染物質 ･項目が削減対象となっ

ている場合,異なる物質 ･項目の間の取引を認めるかどうかという問題がある｡

これについても,EPA 〔40〕は水質改善が明確に期待できる場合を除いて望ま

しくないとしているが,あとで見るように,ミネソタ州では異なる物質 ･項目

間の取引を認めている｡

2) 総排出可能量の設定

水質基準を達成 ･維持するために,取引対象とする物質 ･項目の排出上限で

ある総排出可能量が,水域-受け入れ可能な範囲内で決められる｡総排出可能

量を設定するに当たって,汚染物質の影響を分析するため,その水域のシミュ

レーション ･モデルがつくられることが多い｡このモデルによって,各排出源
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の立地の違いによる水質-の影響の違いなども検討されることがある.一日最

大総負荷量やその他の負荷削減計画の策定においても,このような手続きがま

ずとられる｡

3) 取引の範囲

取引を認める範囲は,河川の流域や湖沼の集水域などのまとまった水域とす

ることが一般的であるO水質汚染物質の拡散は大気汚染物質のそれに比べて狭

く,取引の範囲も狭く設定されるため,取引参加者は大気汚染物質の排出許可

証の場合よりも少なくなり,取引が起こる可能性も少なくなる0

4) 費用節減効果の予測

取引が行われるためには,各排出源の限界排出削減費用に差があり,取引に

よる経済的メリットがなければならない｡このため,フィージビリティ ･スタ

ディとして,どの排出源がどのくらいの費用で削減可能であるかを検討 し,敬

引制度の導入による費用の節減額を試算することも多い｡ただし,取引による

流域全体の費用節減額を試算するには,取引制度に関わる行政費用 (監視 ･執

行費用を含む)や取引費用を考慮に入れる必要がある｡ しかし,これらの推計

はほとんど行われていない｡

5) クレディットの有効期間とバンキング

クレディットの有効期間は,排出削減の設備や最善管理方法の耐用年数に等

しくすることが望ましい｡また,いまクレディットを持っていても,それを使

わずに将来の排出増加にとっておくことをバンキングという｡バンキングを認

めるかどうかも制度設計のポイン トである｡バンキングを認めると,期間累計

では総排出可能量が上限を超えることはないが,特定の期間をみると総排出可

能量を超えてしまうことがありうる｡

(3)排出取引の種類

EPAは,排出取引として次の5つの類型を示している (U.S.EPA〔39〕)0

①点源間取引 (Point/PohtSourceTrading)

②点源 ･面源取引 (Point/NonpointSourceTrading)
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③面源間取引 (Nonpoint/NonpointSourceTrading)

④事前処理取引 (PretreatmentTrading)

⑤施設内取引 (Intra-plantTrading)

①から③は取引主体が点源か面源かによる分類であるo(むは同じ下水道-の

排出者間の取引である｡前述のように,下水道-の排出者は全国汚染物質排出

除去制度による許可証を必要とせず,排出規制の仕組みが水域-の直接排出者

とは異なるため,このような分類がなされている｡1996年の時点で,EPA

〔40〕は正式な事前処理取引プログラムの存在を確認 していないという｡

⑤は,ある施設からの排水口が複数ある場合,本来であれば排水口ごとに排

水基準を守らなければならないが,施設全体からの排出が各排出口の基準の合

計以下であればよいとするものであるOこれは,大気保全政策の分野で実施さ

れているバブル政策と同様のものであり,水質保全の分野では,全国的にはい

まのところ鉄鋼 ･製鉄業にのみ認められている (北村 〔5〕)0

これ らのうち,③の点源 ･面源取引は,費用節減効果が高いと考えられてお

り,事例も多くみられるcEPA 〔40〕は,排出取引の中で点源 ･面源取引が最

も見込みのある流域管理手法であるとしている｡そこで,次節では点源 ･面源

取引を取 りあげ,その仕組みと論点について検討 し,4.において点源 ･面源

取引を中心に,アメリカでの事例をみていくことにする｡

注(1) 排出許可証取引の理論および大気保全分野の事例については,新津 〔7〕や

Callan andThomas〔14〕が詳しい｡土地開発に関わる同様の制度に譲渡性開発権

(transferabledevelopmentdghts)制度がある (岩田･日引 〔1〕)｡また,湿地

保全におけるmidgationbankingを取引制度の1つとしている文献もあるo

(2)アラウアンス型とクレディット型という名称は,CallaJlandl†10maS〔14〕によ

る｡新津は大気保全対策において,それぞれ ｢総量と個別割当 (capand

allowance)方式｣と ｢ベースラインとクレディット(baselineandcredit)方式｣

という名称を使っている｡新洋によれば,大気保全対策の中で,酸性雨プログラ

ムはアラウアンス型,EmissionsTradingProgramはクレディット型であるという

(新津秀則 ｢オープン･マーケット型の排出量取引｣環境経済 ･政策学会1999

年大会報告)O
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(3)アメリカの事例で最初に紹介しているフォックス川のプログラムは,唯一アラ

ウアンス型ではないかと思われる｡

(4) このような場合の許可証取引についての議論はBaumolandOates〔13〕,

Chapter12を参照のこと｡

(5)排出許可証のもつ技術革新の誘因については新薄 〔7〕を参照のこと0

3.点源 ･面源排出取引

(1) 点源 ･面源排出取引の仕組み

先に述べたように,面源には排出上限が設定されておらず,また,限界排出

削減費用を比較すると,点源より面源の方が一般に低い｡ したがって,点源 ･

面源排出取引は,排出削減を迫られている点源に対して,さらに自ら削減をす

すめる代わりに,面源に資金を提供 して排出削減をしてもらうことを認める,

という仕組みである｡

点源と面源との性質の違いから,点源 ･面源排出取引は以下のような特徴を

持っている｡

点源は,1972年のクリーンウォータ一法 (CWA)の改正後,技術に基づく

排水基準を中心とする排出規制がかけられるとともに,下水処理施設建設の補

助金が出され,排出削減がすすんだ｡このため,これ以上の削減を図ろうとす

れば,その費用はかなり高価なものになる産業もある｡

他方,面源には排出規制がなく,農業部門では農業者が自発的に最善管理方

法 (BMP)を採用するのを連邦や州が奨励 した り,費用の一部を補助するの

が中心的施策である｡現行の点源 ･面源排出取引プログラムにおいても,面源

が農地の場合,連邦や州に代わって点源が同様の施策を行 うという形態をとっ

ている(1)｡また,点源の削減方法が設備投資を必要とするものが多いのに対

し,最善管理方法は農法の変更であったり,土木工事を含んでいても点源ほど

の大規模あるいは高度な技術を必要とせず,点源ほどの投資額はかからない場

合が多い｡ したがって,面源の限界排出削減費用は点源のそれに比べてかなり

低いものと考えられている｡このため,点源 ･面源排出取引では取引による大
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幅な費用の節減が期待されている｡

また,面源は土地利用に関わる排出源であり,その数が多い｡つまり,潜在

的には点源の取引相手が多数存在するということであり,取引が行われやすい

と考えられている｡

さらに,点源 ･面源排出取引でBMPが普及すれば,水質以外の環境保全効

果も期待できるOたとえば,河Jlト の肥料の流出を防ぐため圃場の周囲や河畔

に植林を行えば,野生生物の生息地としての機能を果たしうる｡

(2)制度設計上の論点

上述のように,点源 ･面源排出取引は点源と面源との限界排出削減費用の格

差から大きな費用節減効果が期待されているが,両者の性質の違いゆえに検討

しなければならない点もいくつかある｡

まず,両者の汚染の違いがある｡面源は点源と比較した場合,3つの大きな

特徴がある (Letson,Crutch丘eld,andMalik.〔25〕)｡第 1に,排出量を正確に

測定できないこと (モニタリングの困難性)｡第2に,土地利用の形態(農業な

ら農法や投入物の量)と排出量,および排出量とその環境-の影響との関係が

明らかになっていないこと｡第3に,排出が季節や天候,特に降水量によって

変化すること,である｡これに加えてEPAは,栄養塩類などは,面源では有

機態で,点源では無機態で排出され,環境-の影響が異なるとしている｡

これらの違いにより,面源が排出を削減する場合はどうしても不確実性が伴

い,かつ環境-の影響も点源とは異なる｡これに対処するため,取引に際して

点源と面源の削減量の交換比率 (廿adingrado)を変えることが多い｡つまり,

排出削減の不確実性を減らすため,点源が 1単位の削減を回避するためには面

源に 1単位以上の削減をしてもらわなければならない,と定めるのである｡た

とえば,交換比率が2:1であるということは,面源に2単位削減 してもらう

ときに点源は 1単位のクレディットを得られるということである｡

交換比率を上げれば,排出削減の不確実性は減 り,かつ想定どおりの削減が

なされる場合は,点源に求められた水準以上の削減がなされるため,より水質
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改善が進むことになる｡ しか し,それは点源が面源に支払 うべき金額,すなわ

ちクレディットの価格の上昇を意味し,取引を阻害する｡交換比率は,排出削

減の不確実性 と費用節減効果の トレー ドオフを勘案 して決める必要がある(2)0

また,点源 と面源 とに対する規制の違いから,点源 ･面源排出取引に対 して

いくつかの問題点が指摘されている｡まず,規制のかかっていない面源に排出

削減をゆだねるべきかどうかという問題がある｡現状の面源対策は最善管理方

法 (BMP)の採用であり,一部の地域でBMPの採用を義務づけている例があ

るが,その場合も面源の責任はBMPの採用であって,その BMPの維持が適

切になされていれば,排出が想定通り削減されていなかったとしても,その責

任を問われることはない｡ したがって,点源 ･面源排出取引によって削減を求

められた面源が排出削減を達成できなかった場合はどうするのか,誰が責任を

持つのか,という問題がある｡

加えて,面源が適切に排出を削減しているかどうかをどのように確認するの

か,その費用はどこが負担するのかという問題もある｡面源のモニタリング費

用を考慮に入れると,排出取引の費用節減効果はどれくらいか,という点につ

いても検討が必要である｡

さらに,点源と面源との間の公平性の問題がある｡そもそも,規制を受けて

いない面源に対 してなぜ点源が資金を提供しなければならないのか,というこ

とであるOこのため,環境保護団体や一部の点源排出源は,面源を規制対象に

した上で排出取引を導入すべきであると主張している (U.S.EPA 〔41〕)O

注(1) このため,規制のかけられていない農業者にとって,BMPの採用は基本的に

は経営を改善するものではない｡BMPの具体的な内容については,酉滞 ･合田

〔8〕を参照されたいC

(2) 最適な交換比率に関する理論的分析については,例えばMalik,Letson,aLnd

Crutchfield.〔26〕を参照のことD
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4.アメリカにおける事例

本節では,アメリカにおける排出取引プログラムの事例を,点源 ･面源取引

を中心に概観する (第 1表および第 2図)｡ただ し,は じめに,点源間取引で

あるウィスコンシン州フォックス川の取引プログラムを紹介する｡ これは点源

間取引プログラムの唯一の事例であるが,取引はほとんど行われていない｡ こ

の取引プログラムを検討することは,点源 ･面源取引プログラムにとっても,

第 1表 排出取引プログラムの事例

地図番号 州 水域/′区域 開始 取引対象 交換比率 実績その他

(点源間取引)

① ウイスコン プオツクス 1981 BOD 1:1 取引 2件だけ,厳しい制約,
シン 川 少ない点源の数

(点源 ･面源取引)

② コロラド ディロン貯 1984 リン(P) 2:1 取引 1件,他に面源間取引 3

水池 件

③ コロラド チ ェ リー川 1985 リン 13-3:1 98年に 1点源が取引を申請

貯水池

④ コロラド チャトフィー 1993 リン 2:1 取引はまだな し,点源闇取引

ル ド貯水池 も可能

⑤ ノースカロ タ一 .パム 1991 窒素(N) 3:1 第 1期$56/kg

ライナ リコ川 P(第 1期のみ) (耕種) 第 2期 $29/Nkg
2:l クレジット23レ′牛

(畜産) 期間 10年
⑥ ミネソタ ミネソタ川 1997 BODvs.P, 最 低 2:1 麦 芽 製 造 会 社 と製 糖 工 場 に】致

P 引を許可

⑦ ミシガン カラマスー リン 2:1 モデル事業,取引はまだなし

川
⑧ ロードアイ プロウイデ ナトリウム

ランド ンス市 (Na)

⑨ カリフオル ラグナ ･ 栄養塩類

ニア トウ･サン
タ･ロサ

⑲ ニューヨー ニューヨー 1992 栄養塩類等

ク ク市

市 水 道 局 - 交 通 局 - 午

$60,㈱ .Na含有量の少ない融

雪剤使用に

処理済の下水を農地 ･牧草地

に散布,市は川に排出せずに

済む

浄水場にフィルターを設置す

る代わ りに農家の面源対策を

支援

(面源間取引)

⑪ ヴ7-シ二 ウイリアム
ア ズパーグ市

リン
土地開発業者は開発後排出増

加の場合 $2,5(刀/Ab
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第2図 各プログラムの所在地

制度が機能するための条件を明らかにするうえで役立つと思われる｡

(1) ウィスコンシン州フォックス川

ウィスコンシン州フォックス川 (theFoxRiver)の取引プログラムは,アメ

リカで最初に導入 された排出取引プログラムである(1)｡1981年,ウィスコン

シン州の自然資源局は,フォックス川下流域を技術に基づく排水基準だけでは

水質基準である溶存酸素濃度 6.2mg/1を達成できない水域に指定 し,点源に生

物化学的酸素要求量 (BOD)の排出負荷割当を行った｡ この負荷量規制は当

時の技術水準では遵守できない可能性があると考えられたため,自然資源局は

一定の条件の下で点源間の取引を認めることにした｡

取引制度導入前の研究 (0'NeiletaI.〔36〕)は,取引によって排出削減費用



≪ノー ト≫ 水質保全対策としての排出取引制度 97

は年間4.5-7.5百万 ドル,割合にして29-66%低下すると試算 している(2)0

にもかかわらず,1980年代には取引と呼べるものは 1件 しか見られなかった｡

ある製紙工場が排水処理プラン トを閉鎖し,下水処理場-の排水に切り替えた｡

このとき,製紙工場に割 り当てられていた排出負荷割当がその下水処理場へ委

譲された｡

1996年になって,金銭のや りとりを伴 う (と思われる)取引が初めて成立

した｡前年,フォックス川にマクドナル ド･マリーナの建設が計画された｡こ

のマ リーナからの排出とモーターボー トの増加から1日当たり2,500ポン ド

(1,134kg)のBODの増加が見込まれた｡このため,マリーナは上流にあるプ

ロクタ一 ･アン ド･ギャンブル (ProcterandGamble;P&G)の製紙工場から

2,500 ポンド分の BODのアラウアンスを購入 した(3)｡金額については公表さ

れていない｡この取引が自然資源局に認められ,全国汚染物質排出除去制度

(NPDES)に基づく排水許可証が書き換えられ,手続きが正式に終了したの

は96年7月であった｡

なぜ,取引がほとんど行われていないのだろうか｡まず,取引に参加できる

点源の数が少ないことが挙げられる｡対象となる点源は,10の製紙工場と4

つの下水処理場にすぎない｡また,この水域には溶存酸素濃度が他よりも低い

｢汚染集中点 (hotspot)｣と呼べる地点が2か所あり,そこで水質基準が守ら

れることが肝心である｡この汚染集中点をまたぐ取引は,その地点の水質基準

を守れないおそれがあれば認められない｡こうしたことによって,取り引きで

きる範囲は非常に限られたものになっている｡加えて,排出負荷取引が実際に

はそれほど厳 しくなく,取引の必要性があまりなかったという指摘もある

(Field〔20〕)0

次に,取引に多くの制約がかけられていることも,取引が不活発な理由であ

る｡新規,規模拡大,あるいは技術に基づく排水基準を守っていても割当量を

超えてしまう排出源に対してのみ取引が認められ,費用が節減されるという理

由だけでは取引は認められないことになっている｡また,アラウアンスの有効

期間は,アラウアンスの提供者が持つ排出許可証の有効期間を超えないことと
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され,かつ,有効期間終了後,そのアラウアンスがその提供者または購入者に

割 り当てられる保証はない｡このため,有効期間終了後,再び割 り当てられる

かどうかわからないアラウアンスを購入 して規模拡大などの投資を行 うことは,

点源にとってリスクが大きい｡加えて,アラウアンスのバンキングは認められ

ず,仲介機関もない｡ さらに,取引を申請 してから認可されるまでに市民の意

見を聞く期間なども含め,最低 6か月かかるという手続きの煩雑さもある｡な

お,実際には申請されていないが,製紙工場が排出を増やす場合,BOD以外

の有害化合物の排出増加が問題 とされ,取引が認められない可能性も指摘され

ているO

(2) コロラ ド州ディロン貯水池

ディロン貯水池 (血eDillonReseⅣoir)のプログラムは,点源 ･面源取引と

しては最初のものである(4)Oデンヴァ-の西方約 110km にあるディロン貯水

池は,1963年にデンヴァ-とその近郊の水瓶 として作られた人造湖で,デン

ヴァ-水道局管内の水供給の半分を担っている｡ここは水がきれいなことから,

釣 りやボー ト,キャンプなどをするために訪れる人が増え,また,スキー場が

周辺にできたため,有数の観光地として 1970年代に著 しく発展を遂げた｡ し

かし,人口や観光客の増加からリンの流入増加を主因として水質が低下し,水

道の水質や観光-の影響が懸念されるようになった｡

1982年に行われた調査によると,ディロン貯水池に流れ込む リンの半分以

上は自然系(自然の植生や大気からの降下)起源のものである｡次いで,全体の

20%は人為的な面源起源のものである｡この集水域における人為的な面源は,

駐車場, ゴルフ場,スキー場,建設現場,家庭の排水 を処理す る腐敗槽

(sepdcsystems)などである｡他方,点源は4つの下水処理場であり,これ

はリン排出の 18%を占めている｡

1984年,集水域全体の リンの総排出可能量が 1982年の水準に定められた｡

これは貯水池の リンに関わる水質基準 0.0074mg/1を達成できる水準であると

された｡そして下水処理場には,それぞれの下水処理区域が 1990年まで等 し
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く開発できるような余裕を持って排出負荷量が割 り当てられた｡ リンの削減に

関する議論のなかで,面源の占める割合が高いこと,これ以上の排出抑制を点

源に課すのであれば,下水の新規受入を止めるしかないが,これは開発の停止

を意味するので各自治体ともどうしても避けたいこと,などの点が明らかにな

り,面源の排出削減に取り組むべきことが確認されたOこのリン削減対策の一

環として取引プログラムが導入されることになったO

取引は,点源と1984年時点で存在する面源との間で認められ,点源間ある

いは新規面源との取引は認められていない｡新規の面源は最新の技術による負

荷削減対策が義務づけられているためである｡

面源と点源との間の削減量の交換比率は面源 2:点源 1(2:1)である｡

これは,面源対策の実効性が不確実なためというよりも,点源の排出増加に伴

う面源の排出増加を見込んで設定されたものである｡下水処理場からの排出増

加は人口増加や開発を意味し,これは必然的に新規の面源を伴 うと考えられて

いる｡このように,ディロン貯水池の対策は面源をいかに制御するかというこ

とが中心になっている｡

なお,取引を行った点源は,面源の制御施設の維持 ･管理の責任を負 う｡面

源が想定どおりに削減しなかった場合,点源は取引前の割当量を守らねばなら

ない｡

面源対策の効果を実証するため,北西コロラ ド自治体協議会は,EPAの補

助を受けて面源制御施設のモデル事業を行った｡モデル事業によって,沈殿池

と凍過槽を用いればリンの3分の2が除去されることがわかった｡この結果を

もとにした試算によると,リン1ポンド当たり削減費用は,下水処理施設の設

備の改善では860ドルから7,861ドルかかるのに対 し (1kg当たり1,896-

17,330ドル),面源では 119ドル (1kg当たり262ドル)にすぎず,交換比率

が2:1の場合,排出取引によって最大 51%費用が節減できるとされた｡

しかし,現在までに取引は1988年に1件成立しただけである｡1988年,域

内最大のプレッケンリッジ下水処理場 (BreckemidgeSanitadonDistrict)は,

ある住宅地に新たに下水道を敷設した｡これにより,これまで腐敗槽から排出
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されていた年間22ポン ド (約 10kg)のリンが削減されたとみなされ,年間

11ポンドのクレディットを得た(5)｡

取引が不活発である主な理由は,1980年代後半の経済成長が思ったほどで

はなかったことに加え,大きな費用をかけずに下水処理場が3次処理を行うよ

うになり, リンの排出削減が大幅に進んだことにある｡1990年代初頭の時点

で, 4つ の下水処理場 は割 当量 の 6分の 1に当た る年 間 250ポン ド

(113.4kg)しか排出していない｡これは,点源 ･面源の総割当量の2%にす

ぎない｡

なお,当初予期 していなかった面源間取引が3件成立している｡1985年,

フリスコ (Frisco)下水処理場は雨水を地下浸透させる排水管を埋設 した｡下

水処理場はこの面源対策によってクレディットを得たが,当時年間314ポンド

(142kg)の割当に対し50ポンド (22.7kg)も排出していなかったので,その

クレディットを建設が計画されていたフリスコの町営ゴルフ場-譲った｡

また,貯水池の所有者であるデンヴァ-水道局は,小さな川の流路を変えて

貯水池に流れ込ませることを計画した｡これに伴 うリンの流入増加を相殺する

ため,1991年に集水域内でリンの濃度が最も高いソーダ川 (SodaCreek)の

河口にリンを液過する施設が設けられた｡

さらに,キース トーン ･リゾー ト (KeystoneResort)は,将来の開発に伴う

面源からの排出の増加に備え,ある地区に下水道を敷設する費用を負担 した

(U.S.EPA 〔40〕)｡この取引と,フリスコでの取引は,排出取引プログラムが

開発を許容する例である｡これらの面源間取引の交換比率は1:1であった｡

なお,このキース トーン ･リゾー トに関わるものを除く2件の面源闇取引と

上述のプレッケンリッジ下水処理場に関わる点源 ･面源取引において,金銭の

や りとりは生じていない｡

(3) コロラド州チェリーJlL貯水池

チェリー川貯水池 (theCherryCreekReservoir)は,年間約 1.5百万人の観

光客が訪れるレジャー ･スポットであり,州立公園になっている｡1980年代
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前半に開発が進み,その後も大幅な人口増加が見込まれた01984年,コロラ

ド州水質規制委員会はチェリー川貯水池の全 リン濃度基準を0.035mg/1と定め

たが,このままでは 1990年頃にはこの基準値を超えると予測し,翌年 リンの

総量規制に乗り出した(6)0

この対策の一環として,点源 ･面源排出取引が導入された｡ただし,削減計

画において都市の面源からの排出を50%削減することが,まず求められた｡

貯水池-のリンの流入は大半が都市の面源 (urbannonpoint:市街地などの都市

的土地利用や下水道のない地区の生活排水など)からのもので,12の下水処

理場からなる点源-の排出負荷割当は,この集水域の総負荷割当量の 16%に

すぎない｡このため, リンの削減計画では面源対策を重視 し,最善管理方法

(BMP)を採用 し,排出量を半減することを面源に求めた｡取引プログラム

は,50%の削減が確認 されたあと,さらに面源が排出削減を行った場合,そ

の削減分をクレディットとして点源に譲ることを認め るものであるo

実際には,面源の排出削減は予定通りに進まず,人口増加と開発の速度も予

想以下であったため,取引の必要に迫られた下水処理場もなかった｡一方,敬

引プログラムの運営主体であるチェリー川流域水質規制局は4か所で自ら面源

対策を実施 し,それによって生 じた リンの削減分を取引プール (trading

p00 1)としてカウントした｡こうして取り引きできるクレディットができたた

め,1997年,当局は取引プログラムの細 目を定めた｡規則によると,取引

プールからクレディットの移譲を点源が申請する際,クレディットの必要性,

点源の排水処理の効率性,排水基準の遵守,規模拡大の妥当性などが審査基準

になるO交換比率は1.3:1-3:1の範囲で案件ごとに決定することとされている0

1998年 9月現在,施設の拡張を計画中の下水処理場から取引の申請がでてお

り,調整中である｡

なお,当局の面源対策の費用は貯水池の利用料や税金などで賄われたようで

あり,取引プールから点源-クレディットを移譲する際の,対価に関する記述

は規則にはない｡また,取引における審査項目からも窺えるように,このプロ

グラムは面源対策を進めることが主な目的であり,経済性はさほど考慮されて
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いないように思われる｡

(4)コロラ ド州チャ トフィール ド貯水池

チャ トフィール ド貯水池 (theCha也eldReservoir)も年間約 1.5百万人が訪

れる州立公園である｡ここもチェリー川貯水池と同様,開発に伴 う人口増加が

見込まれ,リンの削減対策に取 り組むことになった(7)｡

1984年,コロラ ド州水質規制委員会はチャ トフィール ド貯水池の夏期 (7

-9月)全 リン濃度基準を0.027mg/1と定めた｡この基準を守るために,89

年に点源に対する濃度規制と負荷量規制が始まった｡現在,濃度規制は30日

平均で 1mg/1以下,排出負荷割当は8つの下水処理場に合計で年間7,358ポ

ン ド (3,338kg)が割 り当てられている｡一方,面源の排出量は推定で年間

9,600ポン ド (4,355kg)と,点源の排出量より多い｡このため,チャ トフィー

ル ド貯水池でも面源からの排出を50%削減することを目標 とした｡ここでの

面源は降雨時流出が主体であるため,降雨時のリンの流出を防ぐ最善管理方法

を採用すること,また,民間の開発業者に対 して最善管理方法の採用を条例で

定めることが自治体に求められている｡

チャ トフィール ド貯水池の点源 ･面源取引プログラムは,この削減目標を上

回って面源が削減を行 う場合,その削減分を点源に譲ることを認めている｡交

換比率は2:1である｡もう1つ注 目すべきなのは,96年の規則改正で点源

間取引が認められたことである｡ これは,濃度規制が守れない場合の取引を認

めている(8)0

(5) ノースカロライナ州ター ･Jiムリコ川

タ一 ･パムリコ川 (theTar-PamhcoRiver)はノースカロライナ州東部を流

れる,全長 290km,流域面積 14,∝氾km 2の川である(9)0 1980年代後半,パム

リコ川では藻類の大発生 と魚の大量死が頻発 した(10)0 1989年 12月,ノース

カロライナ州の環境管理委員会は同川流域を栄養塩類監視水域に指定した｡州

は当初,点源に対する濃度規制を提案 した｡ しかし,下水処理場は提案された
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濃度を守るための費用を合計で少なくとも50百万 ドルと見積もったため,こ

の規制に難色を示 した｡また,1988年の調査では,タ一 ･パムリコ川に流入

する栄養塩類の うち,点源起源のものは窒素で 16.9%, リンで 34.3%なのに

対し,農業起源のものは窒素で39.5%, リンで36.8%を占めてお り,面源対策

の重要性が指摘された (第 3図)｡このため,州,点源のグループ,および環

境保護団体が議論を重ね,代替案として総合的な削減計画を立案 した｡その中

に費用効果的な対策として点源 ･面源取引プログラムが採 り入れられた｡

タ一 ･パムリコ川の取引プログラムの仕組みは,以下のようになっている,

点源の一部 (12の下水処理場と1つの企業)が ｢タ一 ･パムリコ川流域組合｣

(ll)を結成 し,その組合が農業費用分担プログラム (AgricultureCostShare

program)(12)を運営 している州環境 ･自然資源局に資金を提供する｡州環境 ･

自然資源局は農業費用分担プログラムの予算に受け入れた資金を加え,農業者

の自発的な最善管理方法 (BMP)の採用に対 して補助金 ･奨励金を支出する｡

流域組合は資金を提供すれば排出削減クレディッ トが得られ,BMPを実施す

る農業者の選定や BMPが実際に行われているかどうかの検査などは,州環

境 ･自然資源局が責任を持って行 うOまた,排出削減クレディットには単価が

設定されている｡点源が割当量を上回る排出を行いたいときは,この単価に応

じて州にBMPの経費を拠出すればよい｡ したがって,このプログラムは一定

田 F水処樺鳩
□ その他ajJ.i:1滴

萱 耕地

Ej畜産

Ⅲ]林地

盟 都rhJI而瀕

El大気からの降 F

第 3図 タ一 ･パムリコ川における窒素とリンの発生源別負荷量 (1988年)

資料 :HauandHowett〔22〕 .
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量以上の排出に対する課徴金制度であるとも言える｡

このように,タ一 ･パムリコ川の取引プログラムは,面源対策に関して既存

の制度を活用し,かつクレディットの単価を設定することによって,点源の負

担および取引費用,行政費用の節減が図られている｡

栄養塩類削減計画の第 1期 (1990-94年)では,窒素とリンが削減対象と

された｡クレディットの単価は,近隣の河川流域におけるさまざまなBMPの

費用と効果に関する研究をもとに,窒素とリン1単位当たりの平均削減費用を

計算し,窒素とリンの削減目標量による加重平均を求め,1キログラム当たり

56ドル と定めたく13)｡ このとき,安全率としての交換比率は,耕種部門の

BMPで 3:1,畜産部門の BMPで2:1が用いられた｡第 2期 (1995-

2004年)では,削減対象が窒素に絞られ,その目標は 1991年水準の30%減と

決められた｡また,BMPの費用を再計算し,窒素 1キログラム当たり29ドル

に変更している｡

下水処理場の排水処理技術を詳しく検討 した結果,予想以下の費用で排出削

減が実現 したため,点源の排出量はいまのところ上限に達 していないが,

タ一 ･パムリコ川流域組合は資金提供を行ってきている｡この中にはEPAか

ら得た補助金も含まれている｡BMp-の資金提供は97年までに85万 ドルで,

窒素22.7トンに相当する｡BMPの平均耐用年数が 10年とされているため,

クレディットの有効期間も10年となっている｡これに加えて流域組合は,顔

業環境対策に関わる人件費も拠出している｡これが96および 97年で10.4万

ドルにのぼり,窒素3.5トン分のクレディットとして計算されている｡ただし,

このクレディットの有効期間は1年である｡

(6) ミネソタ州ミネソタ川

ミネソタ川 (theMinnesotaRiver)の点源 ･面源取引は,異なる水質項目間

の取引を認めている(14)｡ ミネソタ川は州内で最も汚染がひどく,水質基準が

達成されていなかった｡1985年,ミネソタ州汚染規制局は下流25マイル (料

40km)の区間における炭素系BOD(CBOD)の一日最大総負荷量を24.2トン
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と定め,排出負荷割当を行った｡

ラー製麦 (Ral1rMaltingCompany)は一日最大総負荷量設定区間の最上流部

に位置する麦芽製造会社である｡排水はそれまで下水道に流していたが,その

料金が高いため,1994年,規模拡大の機会に自社で排水処理プラン トを建設

することを計画した｡ しかし,点源の排出負荷割当はすでに済んでおり,汚染

規制局は新規の排出源にNPDESの許可証を出そうとしなかった｡そこでラー

製麦は,いままで排水していた下水処理場から割当を回してもらうよう頼む代

わりに,汚染規制局に点源 ･面源取引を認めてもらうことを交渉した｡これに

応えて汚染規制局は,点源 ･面源取引の指針を作成するとともに,ラー製麦と

具体的な条件を協議し,1997年 1月にラー製麦に対して排水許可証を交付した｡

汚染規制局の作った指針では,まず,点源 ･面源間で削減費用に大きな差が

あり,汚染が慢性的であり,かつ汚染物質が変化 しない場合(15),取引するこ

とが適切であるとしている｡そして,取引を認める条件として,次の3つの条

件を掲げている｡

(丑等価性 :面源の削減と点源の削減とが水質に対して等しい影響を持つことO

②信頼性 (accountability):面源の削減対策が実効性を持つことo

③追加性 :取引があってはじめて行われる面源対策であること｡言い換える

と,取引がなくとも採られたであろう最善管理方法 (BMP)は認めない｡

負荷量規制はCBODに関するものだが,面源汚染は主に農業からの栄養塩

類によるものであるため(16),上流の面源が削減すべきものはリンであるとさ

れた｡

さまざまな調査に基づく検討の結果,面源からのリン1kgの削減はCBOD

8kgの削減に相当するとされた｡また,リン対策として認められたBMPは,

土壌侵食防止や河畔の保護,侵食 しやすい土地の休耕,家畜を河畔に近寄らせ

ない設備,牧草地の輪作,降雨時流出防止のための湿地の復元などである｡こ

れらのBMPそれぞれについてリンの予想削減量を計算した｡このとき,土壌

中のリン分や流速率などに関して控えめな値を採用することにより,交換比率

は少なくとも2:1になっている｡
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ラー製麦は面源対策のBMp-の資金提供のため,信託基金を造成 した｡当

初 200千 ドル,そ してクレディッ トの有効期間である今後 10年間に,毎年

5,0m ドル拠出するO会社の代表,州の職員,環境保護団体および市民からな

る基金の理事会が,資金を提供するBMPを決定する｡

汚鞄規制局のSenjem 〔37〕は,制度導入の際に障害となったこととして 5

点を指摘 している｡①環境保護団体の反対 :州の作成 した指針が環境保護派の

人々の取引プログラムに対する理解に役立ったという｡②面源対策の効果の測

定｡③異なる水質項目間の交換比率の設定｡④面源と点源 との間の環境影響の

比穀o⑤調整期間の長さ :市民の十分な理解を得るため,意見聴取期間が何回

か延長されたO

なお,汚染規制局は 1999年 4月, ミネソタ川支流のビーヴァ-川 (Beaver

Creek)沿いに位置する南 ミネソタ甜菜製糖協同組合の製糖工場に対 して, リ

ンに関す る点源 ･面源取引を認 める排水許可証 を交付 した (Mimesota

Pollu也onControlAgency〔31〕)0

(7) ミシガン州カラマズー川

カラマズー川 (theKalamazooRiver)では水質取引モデル事業がすすめられ

ている(17)｡ これは,点源 ･面源取引の環境への影響と経済性を明らかに し,

取引プログラムの実施可能性を探るための実験的なプロジェク トであるOまた,

直接的には,面源の自発的な排出削減の取 り組みを支援 し,水質改善に姿する

ことを目的としてお り,同時に関係機関や組織の連携関係を構築し,地域主導

の流域管理計画の策定を行 うことを目指 している｡

対象地域はカラマズー市近郊のカラマズー川流域である｡下流にあるアレガ

ン (瓜legan)湖の富栄養化が進んでお り,現在一 日最大総負荷量を策定中で

あるQモデル事業ではこの対策として,点源 ･面源取引によるリンの削減に取

り組んでいる｡交換比率は2:1を採用 している｡

リンの削減が期待されている面源は主に農業であるが,制度をつくるうえで

最大の問題となったのは,農業者間の公平性と面源対策の実効性であったとい
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う (GreatIJakesTradingNetwork〔21〕)O

農業者間の公平性 とは,次のような問題である｡農業部門には排出規制がな

いため,排出水準は農業者によって差がありうる｡ したがって,特段の削減対

策を現在とっていない農業者が,すでに削減に取 り組んでいる農業者に比べて

排出削減クレディットを得やすいというのは公平性に欠ける｡協議の結果,解

決策 として,一般的な管理方法 (generallyacceptedagriculturalmanagement

practices;GA脚 P)を定めることにしたOこの水準を現在下回っている農業

者が排出を削減する場合,削減量の50%しかクレディットとして認めない｡

しかし,この水準を上回る削減をすれば削減量をすべてクレディットに算入す

る,という仕組みである｡OECD 〔35〕で行われている基準点の議論に基づけ

ば,一般的管理方法を守ることは農業者の義務であり,それを下回っている農

業者の削減はクレディットとして認めるべきではなく,資金の提供も行われる

べきではないということになろうが,このモデル事業では農業部門-の規制は

考えられておらず,一定水準以下の農業者の排出削減に対して半分に割 り引い

たクレディットを与えるという現実的な妥協策が採 られている｡

面源対策の実効性とは,対策による削減量をどう計算あるいは測定するか,

だれが決めるのかという問題である｡このモデル事業の場合,従来からBMPの

採用を支援 している土壌保全区 (SoilConservationDistricts)の職員などが参

加の意向のある農業者に対 して,現在のリンの流出量を推定するとともに,い

くつかの削減対策を提案する｡どのような対策を取るかは農業者が判断するが,

土壌保全区では個別対策ごとにリンの想定削減量を計算する｡つまり,リンの

削減量は公的機関が計算する｡これに加えて,モデル事業では水質のモニタリ

ングを行い,対策の効果を調べることにしている｡

なお,この事業はNPOであるカラマズー郡フォーラムが実施主体となり,

市民団体,環境保護団体,農業団体,地元企業,州の農業局 ･環境保全局など

が連携 している｡また,各種の基金,財団,EPA,地元企業から資金を得てい

る｡ただし,1999年はじめの段階ではまだ取引は行われていないO
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(8) その他のプログラム

その他の点源 ･面源取引の事例3つを簡単に紹介しておくOロー ドアイラン

ド州プロゲイデンス (Providence)市では,ナ トリウムの水道水質基準を守る

ため,浄水場の設備を改善する代わりに,従来のものよりナ トリウム含有量の

少ない融雪剤を水源域で使用している｡これに関して,市水道局は交通局に年

間恥000ドルを交付している (U.S.EPA 〔40〕)0

カリフォルニア州サンタ ･ロサ市では,市の下水処理場で2次処理を施した

排水を周辺の農地や牧草地に還元している｡これによって下水処理場は,ラグ

ナ ･ドゥ･サンタ ･ロサ (LagunadeSantaRosa)-の排出量を抑えることが

でき,農家にとっても養分が得られるという利点がある｡なお,この下水処理

場は 1994年に3次処理を行 うようになったが,農地-の排水の散布は続いて

いるという (U.S.EPA 〔40〕)｡

ニューヨーク市水源地農業プログラムは,浄水場で高価なフィルターを設置

する代わりに水源地の農業者がBMPを採用するのを支援し,水道水の水質を

守ろうというものである(18),これも点源 ･面源取引の一種であるといえる

(Letson,Crutchfield,andMalik.[25])O

最後に,面源間取引を1つだけ紹介するOヴァージニア州のチェサピーク湾

保全法は,新規の都市面源を規制 しており,開発後のリン排出量は開発前のそ

れを上回 らないことと定めているo これに基づき,ウィリアムズバーグ

(Wllliamsberg)市ではリンの面源間取引を導入した (Stephenson,NorriS,and

shabman.〔38〕)｡まず,市が降雨時流出を削減する施設をつくるO開発業者

は開発区域で自ら面源対策を行 うか,開発前より増えるリン 1ポン ド (約

0.45kg)につき2,500 ドルを支払って市の施設からクレディットを購入しても

よい｡この価格は,クレディットがすべて売れれば建設費と維持費を賄う水準

に設定されている｡市の職員によると,この価格は開発業者による面源対策費

用の4分の 1であるという｡

注(1) 以下の記述は主としてAJX)geeResearchInc.〔11〕,0'NeiletaJ.〔36〕,Jarvie
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andSolomon〔23〕によった｡

(2) 費用節減額の幅は,河川流量と気温の条件を変えたときの違いを表 しているO

(3) 明記された資料は見つからなかったが,各種の文献から,フォックス川のプロ

グラムはアラウアンス型であると思われる｡

(4) 以下の記述は主としてApogeeResearchIn°.〔11〕,ColoradoDepartmentof

FhblicHealth andEnvironment〔15〕,Elmore,Jaksch,aJldDown ing.〔19〕,Jarvie

andSolomon 〔23〕によったC

(5) 敷設費用は郡が起債で賄っており,下水処理場の負担はなかった｡

(6) 本項の記述は主としてA打)geeResearchhc.〔11〕,ColoradoDepartmentof

PublicHealth andEnvironment〔16〕,GreatI.akesTradingNetwork〔21〕によっ

た｡

(7) 以下の記述は主としてColoradoDepartmentofPublicHealth andEnvironment

〔17〕によった｡

(8)チャ トフィール ドに関する資料は少なく,取引はいまのところ報告されていな

い｡

(9) タ一 ･パム リコ川は 1つの川である｡ ター川の川幅が広 くなって河 口域

(EstuaⅣ)になるところから下流をパムリコ川と呼んでいる｡

uq 以下の記述は主としてApogeeResearchlnc.〔11〕,HallandHowett〔22〕,

NorthCarolinaDivisionofWaterQuauty 〔33〕によったC

(ll) 組合に加盟 している点源で,点源全体の排出量の約 90%を占めている｡

(12) ノースカロライナ州の農業費用分担プログラムについて,詳 しくは西津 .合田

〔8〕を参照されたい｡

(13) 第 1期における流域組合の窒素とリンの削減量は,両者合わせて200トンに設

定されたo Lたがって,点源の排出削減費用は当初50百万 ドル以上と推定され

ていたのに対し,農業部門のBMPへの資金提供なら行政費用を別にすれば 11.2

百万 ドルで済む計算になる｡

(14) 以下の記述は主としてMinnesotaPolludonControIAgency〔30〕,Senjem 〔37〕,

Michigan DepartmentofEnvironmental Quality l29],WaterEnvironment&

Technology〔42〕によったO

(15)汚染物質が変化 してしまう場合,排出する時点や場所が異なると水質への影響

が異なる可能性があるためであるO

(16) ミネソタ川流域の92%は農地であるという (WaterEnvironment&Technology

〔42〕)｡

(1n 本項の記述は主としてMichiganDepartmentofEnvironmental Quality 〔28〕,

Greatu血esTradingNetwork [21〕によった｡

(lS) ニューヨーク市水源地農業プログラムについて,詳 しくは西揮 ･合田 〔8)を
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参照されたい0

5.考 察

(1) 排出取引の成立条件

前節でみたアメリカでの事例をもとに,排出取引制度が機能するための条件

を考えてみよう｡それぞれの条件は相互に関連する部分もあり,必ずしも明確

には分類できないが,ここでは,水質や排出源の状況に関する条件,排出取引

の制度設計に関わる条件,およびそれらの前提となる,必要な情報の把握と開

示の3つの側面から検討を行 うことにする｡

1) 水質および排出源の状況

第 1に,当然ではあるが,水域に水質基準が設定されており,それに対応 し

た総排出可能量あるいは削減目標がなければならない｡そして,少なくとも点

源は負荷量規制を受けている必要がある｡

第 2に,排出源が排出削減を迫られていなければならない｡排出割当量が実

績より多かったり,必要以上に点源が排出削減に努めている場合は,取引の必

要性は生じない｡コロラド州の事例ではいずれも将来の人口増加を見込んだ割

当が行われており,取引の必要性が生じていない｡また,フォックス川では製

紙工場が必要以上に排出を削減している可能性があるLl)o

第3に,排出源の間で排出削減費用の差が顕著でなければならないQ点源の

排出削減費用がかなりの額に上るという懸念から取引プログラムが導入された

事例が多いが,ディロン貯水池やタ一 ･パムリコ川にみられるように,実際に

は予想よりかなり低い額で,施設の小規模な改良 ･更新による大幅な排出削減

が可能であれば,面源に資金を提供する誘因が小さくなる｡

第 4に,排出源の数が十分に多いことである｡フォックス川に典型的にみら

れるように,取引に参加できる排出渡が少ない場合,取引の可能性はきわめて

限られたものになる｡ したがって,これは次に述べる制度設計にも関わること

であるが,面源を取り込むことは取引参加者を増やす うえで有効である｡特に,
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農業が土地利用の大きな割合を占めている集水域では,農業からの排出がかな

りの割合になっていることが一般的であり,農業部門の取り込みが重要となろ

う｡

2) 排出取引の制度設計

第 1に,取引に関してなるべく制約条件の少ないことが望ましい｡フォック

ス川では,経済性だけに基づく取引は許されず,バンキングも認められていな

い｡チェリー川貯水池では,面源が50%削減をしてからでないと点源と面源

との取引を行えないという規定がある｡こうした制約は取引を阻害する｡また,

EPA 〔40〕は点源が取引を行って排出量を増加させるとしても,濃度規制であ

る技術に基づく排水基準を守ることを求めている｡また,技術に基づく排水基

準を守れない点源が取引によって他の排出源に削減を肩代わりしてもらうこと

をEPAは認めない立場をとっている｡産業界には,この制約を取引を妨げる

ものととらえ,技術に基づく排水基準を守っていない点源による取引を認める

よう求める意見がある (U.S.EPA 〔41〕)｡

第2に,取引費用,行政費用をできるだけ減らすことである｡特に,点源の

負担を軽減することが重要である｡点源 ･面源取引において,点源が面源対策

の費用を賄 うだけでなく,農業部門の最善管理方法 (BMP)の実施に関する

確認や責任,あるいは都市の面源負荷削減施設の維持管理などを行わなければ

ならない場合,点源にとっての取引費用はかなり高いものになる｡面源対策の

実効性の確保を行政が受け持つ場合は行政費用の上昇を招くことになるが,

タ一･パムリコ川やカラマズー川の事例のように,農業費用分担プログラムや

土壌保全局といった,既存の制度や組織が利用できれば行政費用もあまりかか

らず,かつ円滑に面源対策をすすめることができる｡

第 3に,面源対策の実効性を確保することである｡これは,モニタリングを

行 うことが理想的であるが,面源のモニタリングは技術的に困難であるか,費

用がかかりすぎるのが一般的である｡そこで,前節の事例では,既存の調査研

究からそれぞれのBMPによる予想削減量を計算するか,モデル事業 ･実証事

業を行ってBMPの有効性を確認 してから取引プログラムを導入している｡
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第4に,関係各方面の協力体制が取られていることである｡点源 ･面源取引

の場合,関係する行政部局は多岐にわたる｡また,排出源の参加を広く求める

ためには,取引プログラムの設計に際し排出源の関係団体の協力を得ることが

必要である｡さらに,タ一 ･パムリコ川,ミネソタ川,カラマズー川でみられ

るように,取引プログラムが市民団体や環境保護団体の支持を得られるような

ものであればより望ましい｡

3) 必要な情報の把握と開示

1)に挙げた,水質や排出源の状況に関する諸条件が満たされているかどうか

を明らかにし, うまく機能する制度を設計するために必要な情報の把握と開示

が不可欠である｡

第 1に,水質および排出源からの排出に関する,十分かつ正確なデータが必

要である｡これは,排出削減の目標設定や汚染物質の水質-の影響を明らかに

するうえで欠かせない｡

第 2に,排出削減費用に関する情報が必要である｡1)の3番目に述べたよう

に,排出源の間でどの程度排出削減費用が異なるのかを把握 し,排出取引によ

る費用節減効果を明らかにすることが望まれる｡

第 3に,2)の3番目に挙げた,面源対策の実効性の確保のために,面源対策

(BMP)の効果に関するデータが不可欠であるO

第4に,これらの情報および取引制度の内容について積極的に開示すること

は,排出源や市民の理解を得るうえで大変重要であろう｡

(2)排出取引の評価と意義

これまでにも若干触れてきたが,EPAの 『流域単位の排出取引に関する枠

組み草案』(U.S.EPA〔40〕)に対するコメント (U.S.EPA〔41〕)から窺える,

排出取引に対する評価はおおむね以下のようである｡

環境保護団体は排出取引に対してあまり好意的ではなく,水質保全のために

は取引にさまざまな制約が必要であると考えている｡特に,点源 ･面源取引に

ついては,面源が規制されていないこと,面源対策の実効性が点源ほど高くな
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いことなどから,基本的に反対の立場をとっている｡また,面源の排出削減は

点源の排出と相殺されるべきではなく,まず面源の排出を削減すべきだという

意見もある｡

一方,点源や行政機関(州や自治体)は概 して取引制度に対 して肯定的である

が,EPAの提示している考え方により柔軟性を求めていることが特徴である｡

では,排出取引制度の現段階における意義は何であろうか｡前節の事例が2

(日で挙げた機能を発揮しているかどうかを検討してみよう｡

まず,排出取引制度の最大の特徴といえる排出削減費用節減効果は,取引が

不活発なため,いまのところほとんど現れていない｡技術開発の誘因について

も,どの事例も導入されてまだ日が浅いこともあり,その効果はみられない｡

次に,排出取引の導入によって水質が悪化した例はない｡ したがって,総排

出可能量を確実に守るという機能は果たしている｡

また,総排出可能量が設定され,それが既存の排出源にすべて割 り当てられ

ている水域において,新規の排出源や開発を許容するという機能は発揮されて

いる｡こうした取引の事例が,フォックス川,ディロン貯水池,ミネソタ川に

ある (2)0

さらに,水質問題の包括的な取り組みにつながるという点については当ては

まる事例が多い｡特に,タ一 ･パムリコ川では,行政,点源排出源,市民が協

力して面源を含む総合的な削減計画を策定している｡こうした協力体制の構築

と総合的な流域管理の一端を担 うということが,現状での取引制度の主要な意

義ではないかと思われる｡

注(1)McClellandandHorowitz〔27〕は製紙工場の実際の排出量が許可量を一般にか

なり下回っていることを指摘しているO

注(2) 最近,EPAは排出取引に関する規定を盛り込んだ,水質保全規則の改定案を公

表した (FedeTalReg'ster64(162)(Angust23,1999):4605746089).この改定案で

は,水質基準が守られていない水域において,点源が当該汚染物質を新たに排出

しようとするとき,あるいは排水許可証で認められた量より20%以上増加させよ

うとするとき,排出取引によって新規の排出や排出の増加を相殺しなければなら
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ないとしている｡取引の相手は点源･面源のいずれでもよく,交換比率は排出増

加 1に対して排出削減を1.0-1.5に設定することとしている｡

6.おわりに- 日本の水質保全対策に対する示唆-

排出取引制度を日本で導入することは可能であろうか｡前節で挙げた,排出

取引の成立条件のうち,最初に述べた水質および排出源の状況に関する諸条件

を検討することによって,このことを検討 してみたい｡

まず,第 1の水質基準や削減目標,負荷量規制についてであるが,公共用水

域には環境基準 (水質基準)が設定されている｡そして,東京湾,伊勢湾,お

よび瀬戸内海では化学的酸素要求量 (COD)の総量規制が行われてお り,潤

沼法に基づく指定湖沼ではCOD,窒素, リンに関して負荷量規制が行われて

いる｡

第 2の,排出源が排出削減を迫られているかどうかという点についてである

が,上述の負荷量規制は,実質的には濃度規制か,あるいは実効力のない規制

となっているという指摘がある(1)｡これは,現行の規制が厳 しいものではな

いことを示しているが,水質基準が満たされているわけではない｡1997年度

の公共用水域における環境基準の達成率は,BODまたはCODでみると,全

体で78.1%であったが,湖沼では41%とかなり低く,海域でも4分の 1の地

点が基準を満たしていない (環境庁 〔4〕 )｡このことからも窺えるように,

湖沼や閉鎖性海域における富栄養化は依然として問題であり,さらなる対策が

求められているのである｡

第3は,排出削減費用についてであるOBal1atore〔12〕は琵琶湖におけるリ

ンの点源闇取引の経済的効率性を検討しているOシミュレーションでは,産業

系からのリンを30%削減 しようとする場合,画一的な排出規制に比べ排出取

引は費用が47%少なくて済むという結果が得られた｡ 日本における面源の排

出削減費用に関する資料はないが,点源間で排出削減費用にかなりの差がある

のであれば,点源と面源との間には,少なくとも同様の,あるいはそれ以上の
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格差があると思われる｡

第4は,排出源の数についてである｡これは対象とする水域の大きさに依存

するが,琵琶湖程度の大きさの集水域であれば,取引が行われるのに十分な数

の排出源があるといえるだろう｡

以上みてきたように,排出取引制度導入の条件は揃っているとみなせる｡そ

れでは,排出取引の導入を検討する意味はあるであろうか｡ここでは,点源 ･

面源取引に絞ってこの点を検討する｡

窒素

瀬戸内海

リン

EiB生活系 田 産業系 E]その他系

第 4図 主要海域における窒素とリンの発生源別負荷量 (1989年)

資料 :須藤 〔6〕
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第4図は,東京湾,伊勢湾,瀬戸内海について,窒素およびリンの負荷量を

発生源別にみたものであるQ伊勢湾と瀬戸内海では,工場 ･事務所などの産業

系, し尿や生活雑排水などの生活系,都市や農地といった面源および自然系か

らなるその他系がほぼ同じような割合で排出していることがわかる｡この うち,

産業系に対しては,水質汚濁防止法や都道府県条例に基づく排水基準(濃度規

刺)が設定されてお り,地域によっては上述のような負荷量規制も行われてい

る｡また,生活系に対 しては,下水道の整備や合併浄化槽の普及がすすめられ

ている｡他方,面源については積極的な対応が図られているとは言い難い｡ し

たがって,面源対策が今後重要になるという認識は高まりつつある｡加えて,

点源対策が進むにつれて面源の排出割合は相対的に高くなってきていると思わ

れる｡

こうした状況を踏まえ,面源を含めた総合的な負荷削減の必要性が指摘され

ている(2)｡ しかし,現行の負荷削減計画は,各部門の対策が列挙されている

だけであり,どの部門でどのような対策を取れば,より少ない費用で効果的に

排出できるか,という視点が欠けている｡排出取引制度の導入の是非を検討す

ることは,この視点から水質保全対策を見直すことにつながり,総合的な水質

保全政策に向けた契機 となりうるのではないだろうか｡その際,まず必要とさ

れるものは,各種の情軌 符に面源対策の効果と費用に関するデータであるC

注(1)岡 〔3〕による｡また,岡 〔3〕はそもそも負荷量を割り当てるときに公平性

が問題となるため,実効性のある負荷量規制はできないとしているO

(2) 例えば,須藤 〔6〕などQ
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〔要 旨〕

水質保全対策としての排出取引制度

- アメリカの経験から-

西 滞 栄一郎

本研究では,水質保全のための排出取引制度について,その中でも実例が多

く,費用節減効果が高いと考えられる点源 ･面源間の排出取引を中心に,アメ

リカの事例を分析 し,その意義を考察する｡

水質汚染物質の排出源は,排出される場所や施設が固定していて特定可能な

点源 (pointsource)と,排出源が正確に特定できず,面的あるいは間接的に

排出する面源 (nonpointsource)とに分けられるO点源は下水処理場や工場

などからなり,面源には農林地や市街地,建設現場からの排水,降雨時の流出,

大気からの降下などがある｡

まず,アメリカの水質規制を概観する｡点源は,排水許可証がなければ水域

に直接排水することができないCまた,点源には全国一律の排水基準が設けら

れており,これは濃度規制の形をとっている｡この規制だけでは水域の水質基

準が達成されない場合,総量規制(負荷量規制)が行われ,各点源に排出許可量

が割 り当てられる｡他方,面源には特定の地域を除けば規制はない｡

排出取引制度は,負荷量規制が行われている水域において,排出許可量を

守っている排出源が削減した場合は,その削減分をクレディットとして許可量

以上に排出したい排出源に譲ることを認め,全体として許可量を超えないよう

にするという方式である｡連邦環境保護庁は,流域単位の排出取引を用いるこ

とを積極的に推奨している｡

排出取引の一種である点源 ･面源排出取引は,排出削減を迫られている点源

に対して,さらに自ら削減をすすめる代わりに,面源に資金を提供し,負荷削

減対策である最善管理方法 (BMP)の採用によって排出削減をしてもらうこと

を認める,という仕組みであるO面源の限界排出削減費用は点源のそれに比べ

てかなり低いものと考えられており,点源 ･面源排出取引では取引による大幅

な費用の節減が期待されているものの,いまのところ取引はあまり活発ではな

い｡これは,排出割当量が将来の経済成長を見込んで設定されたものの,その

後の成長が予想以下であったり,思ったより低額で点源の排出削減が実現し,

取引の必要性が生じていない水域が多いというのが主な理由である｡また,取

引に関わる制約が多く,それが取引を阻害している事例もある｡

現状での排出取引の主要な意義は,総量規制が行われ,その総量が既存の排

出源にすべて割 り当てられている水域において,新規の排出源や開発を許容で

きること,および面源を含む包括的な水質保全の取り組みにつながり,関係各

方面の協力体制の構築と総合的な流域管理の一端を担っているということでは

ないかと思われる｡
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